
外貨建て債券の契約締結前交付書面 

(この書面は、金融商品取引法第 37 条の 3 の規定によりお渡しするものです。) 

 

この書面には、外貨建て債券のお取引を行っていただくうえでのリスクや留意点が記載されています。

あらかじめよくお読みいただき、ご不明な点はお取引開始前にご確認ください。 
 

○ 外貨建て債券のお取引は、主に募集･売出し等や当社が直接の相手方となる等の方法により

行います。 
 

○ 外貨建て債券は、金利水準、為替相場の変化や発行体または外貨建て債券の償還金及び利

子の支払いを保証している者の信用状況に対応して価格が変動すること等により、損失が生じる

おそれがありますのでご注意ください。 
 
 

 

手数料など諸費用について 

・ 外貨建て債券を募集･売出し等により、または当社との相対取引により売買する場合は、その対

価（購入対価・売却対価）のみを受払いいただきます。 

当社との相対取引により売買する場合は、取引価格※に取引の実行に必要なコストが含まれて

おります。別途手数料をお支払いいただく必要はございません。 

・ 外貨建て債券の売買、償還等にあたり、円貨と外貨を交換する際には、外国為替市場の動向

をふまえて当社が決定した為替レートによるものとします。 
 

※当社は、お客様とのお取引にあたっては、社内時価を基準として当社が定めた一定の値幅の範囲内におい

て、売買対象銘柄の種類、市場環境（相場変動を含む。）、当社が得るべき利益、銘柄固有の流動

性、信用リスク、カントリーリスク、取引金額の規模等を考慮して取引価格（「お客様が購入される価格」と

「お客様が売却される価格」）を決定しております。 
 

金利、金融商品市場における相場その他の指標にかかる変動などにより損失が生じるおそれが

あります 

＜市場価格が変動するリスク＞ 

・ 外貨建て債券の市場価格は、基本的に市場の金利水準の変化に対応して変動します。利子

の適用利率が固定利率の場合、金利が上昇する過程では債券価格は下落し、逆に金利が低

下する過程では債券価格は上昇することになります。したがって、償還日より前に換金する場合

には市場価格での売却となりますので、売却損が生じる場合があります。利子の適用利率が変

動利率の場合には、利子が変動するという特性から、必ずしも上記のような金利水準の変化に

対応して変動するわけではありません。 

・ 金利水準は、各国の中央銀行が決定する政策金利、市場金利の水準(例えば、既に発行され

ている債券の流通利回り)や金融機関の貸出金利等の変化に対応して変動します。 



＜為替相場に関するリスク＞ 

・ 外貨建て債券の円換算した価値は、為替相場(円貨と外貨の交換比率)が変動することにより、

為替相場が円高になる過程では下落し、逆に円安になる過程では上昇することになります。した

がって、売却時、あるいは償還時の為替相場の状況によっては為替差損が生じるおそれがありま

す。 

・ 外貨建て債券の売買や償還金及び利子の決済に際して、日本円等の建て通貨以外の通貨で

の決済が予め取り決められている場合、売却時あるいは償還時等の為替相場の状況によっては

為替差損が生じるおそれがあります。 

・ 通貨の交換に制限が付されている場合には、償還金及びその利子のその他の通貨への交換や

送金ができない場合があります。 
 

外貨建て債券の発行体または外貨建て債券の償還金及び利子の支払いを保証している者の

業務、または財産の状況の変化などによって損失が生じるおそれがあります 
 

＜発行体等の信用状況の変化に関するリスク＞ 

・ 外貨建て債券の発行体または外貨建て債券の償還金及び利子の支払いを保証している者

の信用状況に変化が生じた場合、外貨建て債券の市場価格が変動することによって売却損

が生じる場合があります。 

・ 外貨建て債券の発行体または外貨建て債券の償還金及び利子の支払いを保証している者

の信用状況の悪化等により、償還金や利子の支払いの停滞若しくは支払不能の発生または

特約による額面の切下げや株式への転換等が生じた場合、投資額の全部または一部を失っ

たり、償還金に代えて予め定められた株式と調整金またはいずれか一方で償還されることがあ

ります。償還金に代えて予め定められた株式と調整金またはいずれか一方で償還された場

合、当該株式を換金した金額と調整金の合計額が額面または投資額を下回るおそれがあり

ます。また、額面の一部が切り下げられた場合には、その後の利子の支払いは切り下げられた

額面に基づき行われることとなります。したがって、当初予定していた利子の支払いを受けられ

ない場合があります。 

・ 金融機関が発行する債券は、信用状況が悪化して破綻のおそれがある場合等には、外貨建

て債券の発行体または償還金及び利子の支払いを保証している者の本拠所在地国の破綻

処理制度が適用され、所管の監督官庁の権限で、債権順位に従って額面の切下げ、利子

の削減や株式への転換等が行われる可能性があります。ただし、適用される制度は外貨建て

債券の発行体または償還金及び利子の支払いを保証している者の本拠所在地国により異な

り、また今後変更される可能性があります。 

・ 主要な格付会社により｢投機的要素が強い｣とされる格付がなされている債券については、当

該発行体または本債券の償還金及び利子の支払いを保証している者の信用状況の悪化等



により、償還金や利子の支払いが滞ったり、支払不能が生じるリスクの程度が上位の格付けを

付与された債券と比べより高いと言えます。 
 

＜償還金及び利子の支払いが他の債務に劣後するリスク＞ 

弁済順位が他の債務に劣後する特約が付されている債券については、劣後事由が発生した

場合には、弁済順位が上位と位置付けられる債務が全額弁済された後に償還金及び利子の

支払いが行われることとなります。劣後事由とは破産宣告、会社更生法に基づいた会社更生

手続きの開始、民事再生法に基づく民事再生手続きの開始、外国においてこれらに準ずる手

続きが取られた場合となります。 
 

その他のリスク 
 

＜適用利率が変動するリスク＞ 

外貨建て債券の利子の適用利率が変動利率である場合、各利率基準日に指標金利を用

いた一定の算式に従って計算されます。このため、利子の適用利率は、各利率基準日の指標

金利により変動し、著しく低い利率となるおそれがあります。 
 

＜流動性に関するリスク＞ 

・ 新興国通貨は、米国市場若しくは欧州市場等の特定の市場が取引の中心となっています。

そのため、当社における新興国通貨建て債券の取引については、新興国以外の通貨建て債

券に比べて流動性は低くなっています。 

・ 外貨建て債券は、市場環境の変化により流動性(換金性)が著しく低くなった場合、売却する

ことができない、あるいは購入時の価格を大きく下回る価格での売却となるおそれがあります。 

・ 外貨建て債券は、原則として、当社から他社へ移管（出庫）することができません。償還日

より前に売却する場合には、お客様と当社との相対取引となり、当社が合理的に算出した時

価に基づいた価格で取引いただきます。 
 

企業内容等の開示について 

外貨建ての債券は、募集・売出し等の届出が行われた場合を除き、金融商品取引法に基づく

企業内容等の開示が行われておりません。 
 

外貨建て債券のお取引は、クーリング･オフの対象にはなりません 

外貨建て債券のお取引に関しては、金融商品取引法第 37 条の 6 の規定の適用はありませ

ん。 
 

無登録格付に関する説明書について 

当社から無登録格付業者が付与した格付の提供を受けた場合は、「無登録格付に関する説明

書」をご覧ください。 



外貨建て債券に係る金融商品取引契約の概要 

当社における外貨建て債券のお取引については、以下によります。 

・ 外貨建て債券の募集若しくは売出しの取扱いまたは私募の取扱い 

・ 当社が自己で直接の相手方となる売買 

・ 外貨建て債券の売買の媒介、取次ぎまたは代理 

 

外貨建て債券に関する租税の概要 

個人のお客様に対する外貨建て債券（一部を除く。）の課税は、原則として以下によります。 

・ 外貨建て債券の利子（為替損益がある場合は為替損益を含みます。）については、利子所得として申告分離課

税の対象となります。外国源泉税が課されている場合は、外国源泉税を控除した後の金額に対して国内で源泉徴

収されます。この場合には、確定申告により外国税額控除の適用を受けることができます。 

・ 外貨建て債券の譲渡益及び償還益（それぞれ為替損益がある場合は為替損益を含みます。）は、上場株式等

に係る譲渡所得等として申告分離課税の対象となります。 

・ 外貨建て債券の利子、譲渡損益及び償還損益は、上場株式等の利子、配当及び譲渡損益等との損益通算が

可能です。また、確定申告により譲渡損失の繰越控除の適用を受けることができます。 

・ 割引債の償還益は、償還時に源泉徴収されることがあります。 
 

法人のお客様に対する外貨建て債券の課税は、原則として以下によります。 

・ 外貨建て債券の利子、譲渡益、償還益（それぞれ為替損益がある場合は為替損益を含みます。）については、

法人税に係る所得の計算上、益金の額に算入されます。なお、お客様が一般社団法人又は一般財団法人など一

定の法人の場合は、割引債の償還益は、償還時に源泉徴収が行われます。 

・ 国外で発行される外貨建て債券（一部を除く。）の利子に現地源泉税が課税された場合には、外国源泉税を控

除した後の金額に対して国内で源泉徴収され、申告により外国税額控除の適用を受けることができます。 
 

なお、税制が改正された場合等は、上記の内容が変更になる場合があります。 

詳細につきましては、税理士等の専門家にお問い合わせください。 

 

譲渡の制限 

・ 振替債(我が国の振替制度に基づき管理されるペーパーレス化された債券をいいます。)である外貨建て債券は、当

社では原則として、その利子支払日の前営業日を受渡日とするお取引はできません。なお、国外で発行される外貨

建て債券についても、現地の振替制度等により譲渡の制限が課される場合があります。 

・ 外貨建て債券は、当社では原則として、その償還日の 3 営業日前の日を約定日とするお取引までが可能です。 

 

当社が行う金融商品取引業の内容及び方法の概要 

当社が行う金融商品取引業は、主に金融商品取引法第 28 条第１項の規定に基づく第一種金融商品取引業であ

り、当社において外貨建て債券のお取引や保護預けを行われる場合は、以下によります。 

・ 国外で発行される外貨建て債券のお取引にあたっては、外国証券取引口座の開設が必要となります。また、国内で

発行される外貨建て債券のお取引にあたっては、保護預り口座または振替決済口座の開設が必要となります。 

・ お取引のご注文をいただいたときは、原則として、あらかじめ当該ご注文に係る代金または有価証券の全部または一

部(前受金等)をお預けいただいたうえで、ご注文をお受けいたします。 



・ 前受金等を全額お預けいただいていない場合、当社との間で合意した日までに、ご注文に係る代金または有価証券

をお預けいただきます。 

・ ご注文にあたっては、銘柄、売り買いの別、数量、価格等お取引に必要な事項を明示していただきます。これらの事

項を明示していただけなかったときは、お取引ができない場合があります。また、注文書をご提出いただく場合がありま

す。 

・ ご注文いただいたお取引が成立した場合には、取引報告書をお客様にお渡しいたします(郵送または電磁的方法に

よる場合を含みます。)。 

 

○その他留意事項 

  日本証券業協会のホームページ（https://www.jsda.or.jp/shijyo/foreign/meigara.html）に掲載してい

る外国の発行体が発行する債券のうち国内で募集・売出しが行われた債券については、金融商品取引法に基づく開

示書類が英語により記載されています。 
 

当社の概要 
 

商 号 等 株式会社 SBI 証券 

金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第 44 号 

本 店 所 在 地 〒106-6019 東京都港区六本木 1-6-1 

加 入 協 会 日本証券業協会 

指定紛争解決機関 特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

資 本 金 54,323,146,301 円(2024 年 9 月 30 日現在) 

主 な 事 業 金融商品取引業 

設 立 年 月 1944 年 3 月 

連 絡 先 「インターネットコース」でお取引されているお客様：SBI 証券 カスタマーサービスセンター 

電話番号：0120-104-214（携帯電話からは、0570-550-104（有料）） 

受付時間：平日 8 時 00 分～17 時 00 分（年末年始を除く） 
 

SBI マネープラザのお客様：SBI 証券 マネープラザカスタマーサポートセンター 

電話番号：0120-142-892 

受付時間：平日 8 時 00 分～17 時 00 分（年末年始を除く） 
 

IFA コース、IFA コース（プラン A）のお客様：IFA サポート 

電話番号：0120-581-861 

受付時間：平日 8 時 00 分～17 時 00 分（年末年始を除く） 
 

担当営業員のいらっしゃるお客様は、お取引のある各店舗へご連絡をお願いいたします。 
 

SBI 証券に対するご意見・苦情等に関するご連絡窓口 

当社に対するご意見・苦情等に関しては、以下の窓口で承っております。 

住   所：〒106-6019 東京都港区六本木 1-6-1 

連 絡 先：「インターネットコース」でお取引されているお客様：SBI 証券 カスタマーサービスセンター 

電話番号：0120-104-214（携帯電話からは、0570-550-104（有料）） 

受付時間：平日 8 時 00 分～17 時 00 分（年末年始を除く） 
 

SBI マネープラザのお客様：SBI 証券 マネープラザカスタマーサポートセンター 

https://www.jsda.or.jp/shijyo/foreign/meigara.html


電話番号：0120-142-892 

受付時間：平日 8 時 00 分～17 時 00 分（年末年始を除く） 
 

IFA コース、IFA コース（プラン A）のお客様：IFA サポート 

電話番号：0120-581-861 

受付時間：平日 8 時 00 分～17 時 00 分（年末年始を除く） 
 

担当営業員のいらっしゃるお客様は、お取引のある各店舗へご連絡をお願いいたします。 

 

金融 ADR 制度のご案内 

金融 ADR 制度とは、お客様と金融機関との紛争・トラブルについて、裁判手続き以外の方法で簡易・迅速な解決を

目指す制度です。 

金融商品取引業等業務に関する苦情及び紛争・トラブルの解決措置として、金融商品取引法上の指定紛争解決

機関である「特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（FINMAC）」を利用することができます。 

住   所：〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号 第二証券会館 

電話番号：0120-64-5005（FINMAC は公的な第三者機関であり、当社の関連法人ではありません。） 

受付時間：月曜日～金曜日 9 時 00 分～17 時 00 分（祝日、年末年始を除く） 

 

 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 発行会社は、他の社債の売出しについて訂正発行登録書を関東財務局長に提出するこ

とがありますが、かかる他の社債の売出しに係る目論見書は、本目論見書とは別に作

成および交付されますので、本目論見書には本社債の内容のみ記載しております。 
 

１. この発行登録目論見書が対象とする社債5,000億円の発行登録については、

発行会社は金融商品取引法第23条の３第１項の規定により、発行登録書を2025

年４月11日に関東財務局長に提出し、2025年４月21日にその効力が生じていま

す。 

２. この発行登録目論見書に記載された内容については、今後訂正されることが

あります。また、参照すべき旨記載された参照情報が新たに差し替わることが

あります。 

３. この発行登録目論見書に基づきドイツ銀行 2030年６月12日満期 米ドル建

社債（以下「本社債」といいます。）を売り付ける場合には、発行登録追補目

論見書を交付いたします。 

４. 本社債の元利金は米ドルで支払われますので、外国為替相場の変動により影

響を受けることがあります。 



【表紙】  

【提出書類】 発行登録書（訂正を含む。） 
 

【提出先】 関東財務局長 
 

【提出日】 2025年４月11日 
2025年５月16日訂正 
 

【会社名】 ドイツ銀行 
（Deutsche Bank Aktiengesellschaft） 
 

【代表者の役職氏名】 マネージング・ディレクター ジョナサン・ブレイク 
（Jonathan Blake, Managing Director） 
 
ディレクター トーマス・リュッケルト 
（Thomas Rückert, Director） 

 
【本店の所在の場所】 
 

ドイツ連邦共和国 60325 フランクフルト・アム・マイン 
タウヌスアンラーゲ 12 
（Taunusanlage 12, 60325 Frankfurt am Main, Federal Republic of 
Germany） 
 

【代理人の氏名又は名称】 
 

弁護士 黒 田 康 之 
 

【代理人の住所又は所在地】 東京都千代田区大手町一丁目１番１号 
大手町パークビルディング 
アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同事業 
 

【電話番号】 03-6775-1000 
 

【事務連絡者氏名】 弁護士 黒 田 康 之 
 

【連絡場所】 東京都千代田区大手町一丁目１番１号 
大手町パークビルディング 
アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同事業 
 

【電話番号】 03-6775-1077 

【発行登録の対象とした 
 売出有価証券の種類】 
 

社債 

【発行登録書の内容】  

 提出日  2025 年４月 11 日 

 効力発生日  2025 年４月 21 日 

 有効期限  2027 年４月 20 日 

 発行登録番号  ７－外２ 

 発行予定額又は発行残高の上限  発行予定額 5,000 億円 

 発行可能額  5,000 億円 

 
【縦覧に供する場所】 該当事項なし 
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第一部 【証券情報】 

＜ドイツ銀行 2030 年６月 12 日満期 米ドル建社債に関する情報＞ 

 

第１ 【募集要項】 

該当事項なし 

 

 

第２ 【売出要項】 

以下に記載するもの以外については、有価証券を売出しにより取得させるに当たり、その都度「訂正

発行登録書」または「発行登録追補書類」に記載します。 

 

１ 【売出有価証券】 

【売出社債（短期社債を除く。）】 
 

銘柄 
売出券面額の総額または 

売出振替社債の総額 
売出価額の総額 

売出しに係る社債の 

所有者の住所および 

氏名または名称 

ドイツ銀行 

2030年６月12日満期 米ドル建

社債 

（以下「本社債」という。） 

（未定）米ドル(注１) （未定）米ドル(注１) 株式会社ＳＢＩ証券 

東京都港区六本木一丁目６番

１号 

（以下「売出人」という。） 

 

本社債は、無記名式であり、各社債の金額（以下「額面金額」という。）は100米ドルである。 

本社債の利率は年率（未定）％（年率4.00％から5.00％までを仮条件とする。）であり、2025年６月12日（以下

「利息起算日」という。）（同日を含む。）から満期日（同日を含まない。）までの期間について利息が付され

る。本社債の利息の計算の詳細については下記「３ 売出社債のその他の主要な事項、Ⅱ 本社債の要項の概要、

(4) 利息」を参照のこと。(注２) 

本社債に係る利息の支払いは以下のとおりである。 

2025年12月12日（同日を含む。）から満期日（同日を含む。）までの毎年６月12日および12月12日（ただし、

修正翌営業日規定（以下に定義する。）により調整される。以下「利払日」という。）に、利息起算日（同日

を含む。）から初回の利息期間終了日（以下に定義する。）（同日を含まない。）までの期間、およびいずれ

かの利息期間終了日（同日を含む。ただし、最終の利息期間終了日を除く。）からその直後の利息期間終了日

（同日を含まない。）までの各期間（以下「利息期間」という。）に係る利息を後払いする。 

本社債の満期日は2030年６月12日であり、修正翌営業日規定により調整される。(注３) 

「修正翌営業日規定」とは、当該日が営業日でない場合には、当該日を翌営業日（ただし、翌営業日が翌暦月に

なる場合には、直前の営業日）とする調整方法をいう。 

「利息期間終了日」とは、2025年12月12日（同日を含む。）から満期日（同日を含む。）までの毎年６月12日お

よび12月12日をいう。利息期間終了日が延期されることはなく、当該利息期間についてそれに対応する調整が行

われることもない。 

「営業日」とは、欧州自動即時グロス決済支払システム（Trans-European Automated Real-Time Gross 

Settlement Express Transfer (TARGET2) System）が営業を行っており、かつ、東京、ロンドン、ニューヨーク

およびフランクフルトにおいて、商業銀行および外国為替市場が支払いの決済を行い、一般的な営業（外国為替

および外貨預金の取引を含む。）を行っている日をいう。土曜日および日曜日は、営業日とはみなされない。 

本社債は、2025年６月11日に、ドイツ銀行（以下「発行会社」という。）の証書・ワラント・社債発行プログラ

ムに基づき、ユーロ市場で発行される。本社債は、いずれの証券取引所（有価証券の売買を行う金融商品市場を

開設する金融商品取引所または外国金融商品市場を開設する者をいう。）にも上場されない予定である。 
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(注１) 上記の売出券面額の総額および売出価額の総額は、本社債のユーロ市場における発行額面金額の総額と

同額であり、上記の仮条件に基づき本社債の需要状況把握のために行われるブック・ビルディングの結

果を勘案した上で、2025年５月23日（以下「条件決定日」という。）に決定される。 

(注２) 本社債の利率は、上記の仮条件に基づき本社債の需要状況把握のために行われるブック・ビルディング

の結果を勘案した上で、条件決定日に決定される。上記の仮条件は、市場の状況を勘案して変更される

ことがある。 

(注３) 本社債の償還は、本社債が満期日よりも前に償還または買入消却されない限り、満期日に、償還額（下

記「３ 売出社債のその他の主要な事項、Ⅱ 本社債の要項の概要、(1) 主たる債務」に定義する。）の

支払いによりなされる。ただし、本社債は、満期日よりも前に償還される場合がある。期限前の償還に

ついては、下記「３ 売出社債のその他の主要な事項、Ⅱ 本社債の要項の概要、(10) 債務不履行事由・

破綻処理措置、(A) 債務不履行事由」を参照のこと。 

(注４) 本社債に関し、発行会社の依頼により、金融商品取引法第66条の27に基づく登録を受けた信用格付業者

から提供され、もしくは閲覧に供された信用格付またはかかる信用格付業者から提供され、もしくは閲

覧に供される予定の信用格付はない。 

発行会社は、ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（以下「ムーディーズ」という。）か

らA1の長期無担保上位優先債務格付を、スタンダード・アンド・プアーズ・グローバル・レーティング

（以下「S&P」という。）からAの長期無担保上位優先債務格付を、またフィッチ・レーティングス・リ

ミテッド（以下「フィッチ」という。）からAの長期無担保上位優先債務格付を各々取得している。これ

らの格付は、いずれも発行会社が発行する個別の社債に対する信用格付ではない。 

ムーディーズ、S&Pおよびフィッチは、信用格付事業を行っているが、金融商品取引法第66条の27に基づ

く信用格付業者として登録されていない。無登録格付業者は、金融庁の監督および信用格付業者が受け

る情報開示義務等の規制を受けておらず、金融商品取引業等に関する内閣府令第313条第３項第３号に掲

げる事項に係る情報の公表も義務付けられていない。 

ムーディーズ、S&Pおよびフィッチについては、それぞれのグループ内に、金融商品取引法第66条の27に

基づく信用格付業者として、ムーディーズ・ジャパン株式会社（登録番号：金融庁長官（格付）第２

号）、S&Pグローバル・レーティング・ジャパン株式会社（登録番号：金融庁長官（格付）第５号）およ

びフィッチ・レーティングス・ジャパン株式会社（登録番号：金融庁長官（格付）第７号）が登録され

ており、各信用格付の前提、意義および限界は、インターネット上で公表されているムーディーズ・ジ

ャ パ ン 株 式 会 社 の ホ ー ム ペ ー ジ （ ム ー デ ィ ー ズ 日 本 語 ホ ー ム ペ ー ジ

（https://www.moodys.com/pages/default_ja.aspx））の「信用格付事業」のページにある「無登録業

者の格付の利用」欄の「無登録格付説明関連」に掲載されている「信用格付の前提、意義及び限界」、

S&P グ ロ ー バ ル ・ レ ー テ ィ ン グ ・ ジ ャ パ ン 株 式 会 社 の ホ ー ム ペ ー ジ

（https://www.spglobal.com/ratings/jp/）の「ライブラリ・規制関連」の「無登録格付け情報」

（https://www.spglobal.com/ratings/jp/regulatory/content/unregistered）に掲載されている「格付

けの前提･意義･限界」およびフィッチ・レーティングス・ジャパン株式会社のホームページ

（https://www.fitchratings.com/site/japan/）の「フィッチの格付業務」欄の「規制関連」セクショ

ンにある「信用格付の前提、意義及び限界」において、それぞれ公表されている。 
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２ 【売出しの条件】 
 

売出価格 申込期間 申込単位 
申込 

証拠金 
申込受付場所 

売出しの委託を 

受けた者の住所および 

氏名または名称 

売出しの委託 

契約の内容 

額 面 金 額 の

100％ 

2025年５月 

27日から同年 

６月11日まで 

額面 

100米ドル 

単位 

なし 売出人の本店

および日本に

おける各支店 

(注１) 

該当事項なし 該当事項なし 

 

本社債の受渡期日は2025年６月12日（日本時間）である。 

(注１) 本社債の申込み、購入および払込みは、各申込人と売出人との間に適用される外国証券取引口座約款に

従ってなされる。各申込人は売出人からあらかじめ同口座約款の交付を受け、同口座約款に基づき外国

証券取引口座の設定を申し込む旨記載した申込書を提出しなければならない。 

外国証券取引口座を通じて本社債を取得する場合、同口座約款の規定に従い本社債の券面の交付は行わ

ない。 

券面に関する事項については、下記「３ 売出社債のその他の主要な事項」を参照のこと。 

(注２) 本社債は、アメリカ合衆国1933年証券法（その後の改正を含む。）（以下「証券法」という。）または

アメリカ合衆国の州の証券法に基づき登録されておらず、今後登録される予定もなく、本社債の取引は、

アメリカ合衆国商品取引所法（その後の改正を含む。）（以下「商品取引所法」という。）に基づくア

メリカ合衆国商品先物取引委員会（以下「CFTC」という。）の承認を受けていない。本社債の募集また

は販売は、証券法のレギュレーションＳ（以下「レギュレーションＳ」という。）に基づく証券法の登

録要件を免除される取引において行われなければならない。本社債は、アメリカ合衆国内において、ま

たは（ⅰ）レギュレーションＳにおいて米国人と定義される者、(ⅱ)商品取引所法のルール4.7における

非米国人の定義に該当しない者、（ⅲ）CFTCが公表する「特定のスワップ規制の遵守に関する解釈指針

およびポリシーステートメント」（78 Fed. Reg. 45,292 (2013年７月26日)）により米国人と定義され

る者もしくは（ⅳ）商品取引所法に基づく規則もしくは指導において米国人と定義されるその他の者に

対して、募集、販売その他の方法により譲渡されてはならない。 

(注３) 本社債は、欧州経済領域（以下「EEA」という。）におけるリテール投資家に対して募集され、売却され、

またはその他の方法により入手可能とされることを意図したものではなく、また、募集され、売却され、

またはその他の方法により入手可能とされてはならない。ここに「リテール投資家」とは、(ⅰ)指令

2014／65／EU（その後の改正を含む。以下「第２次金融商品市場指令」という。）第４条第(1)項第11号

において定義されるリテール顧客、(ⅱ)指令（EU）2016／97号（その後の改正を含む。）にいう顧客で

あって、第２次金融商品市場指令第４条第(1)項第10号において定義される専門家顧客の資格を有してい

ないもの、または(ⅲ)EU目論見書規則において定義される適格投資家ではない者のいずれか（またはこ

れらの複数）に該当する者をいう。そのため、EEAにおけるリテール投資家に対して本社債を募集し、売

却し、またはその他の方法により入手可能とすることに関して、規則（EU）1286／2014号（その後の改

正を含む。以下「EU PRIIPs規則」という。）によって要求される重要情報書面は作成されておらず、し

たがって、EEAにおけるリテール投資家に対して本社債を募集し、売却し、またはその他の方法により入

手可能とすることは、EU PRIIPs規則に基づき不適法となることがある。 

(注４) 本社債は、英国におけるリテール投資家に対して募集され、売却され、またはその他の方法により入手

可能とされることを意図したものではなく、また、募集され、売却され、またはその他の方法により入

手可能とされてはならない。ここに「リテール投資家」とは、(ⅰ)2018年欧州連合（離脱）法（その後

の改正を含む。以下「EUWA」という。）に基づき国内法の一部を構成する規則（EU）2017／565号第２条

第８号において定義されるリテール顧客、(ⅱ)2000年金融サービス・市場法（その後の改正を含む。以

下「FSMA」という。）の規定および指令（EU）2016／97号を施行するためにFSMAに基づき制定された規

則もしくは規制にいう顧客であって、EUWAに基づき国内法の一部を構成する規則（EU）600／2014号第２

条第(1)項第８号において定義される専門家顧客の資格を有していないもの、または(ⅲ)英国目論見書規

則において定義される適格投資家ではない者のいずれか（またはこれらの複数）に該当する者をいう。

そのため、英国におけるリテール投資家に対して本社債を募集し、売却し、またはその他の方法により

入手可能とすることに関して、EUWAに基づき国内法の一部を構成する規則（EU）1286／2014号（その後

の改正を含む。以下「英国PRIIPs規則」という。）によって要求される重要情報書面は作成されておら

ず、したがって、英国におけるリテール投資家に対して本社債を募集し、売却し、またはその他の方法

により入手可能とすることは、英国PRIIPs規則に基づき不適法となることがある。 
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３ 【売出社債のその他の主要な事項】 

Ⅰ 本社債についてのリスク要因 

 本社債への投資は、為替リスク、信用リスク等の一定のリスクを伴う。したがって、かかるリスク

を伴う取引についての知識または経験を有する投資家のみが、本社債への投資に適している。本社債

への投資を検討する投資家は、以下のリスク要因を理解し、自己の財務状況、本書に記載される情報

および本社債に関する情報に照らし、必要に応じて本社債が投資に相応しいか否かを自己のアドバイ

ザーと慎重に検討した後に投資判断を行うべきである。なお、以下に記載するリスク要因は、本社債

への投資に関する主要なリスク要因を記載したものであり、すべてのリスク要因を網羅したものでは

ない。 

 

為替変動による損失のリスク（元本リスク） 
本社債の元利金は米ドルで支払われる。したがって、投資家は円換算した利息額（下記「Ⅱ 本社

債の要項の概要、(4) 利息、(C) 定義」に定義する。）が変動するリスク、円換算した償還額また

は中途売却価格が投資元本を割り込むリスクを承知する必要がある。 

 
金利変動リスク 

本社債の元利金は、米ドル建てで支払われるため、本社債の価値は米ドル金利の変動の影響を受

ける。一般的に、本社債の価値は米ドル金利が低下する場合には上昇し、米ドル金利が上昇する場

合には下落することが予想される。 

 

信用リスク 

 本社債は、発行会社の非劣後かつ無担保の債務であり、発行会社が倒産等の事態に陥った場合、

本社債に関する支払いの一部または全部が行われない可能性がある。また、発行会社の財政状態も

しくは経営成績の悪化またはこれに伴う外部評価の変化が、満期日前における本社債の価値に悪影

響を及ぼす場合がある。 

 

不確実な流通市場 

 本社債の流通市場は確立されていない。また、発行会社、売出人およびそれらの関係会社は、本

社債を買い取る義務を負わない。そのため、本社債の保有者（以下「本社債権者」という。）は、

本社債を償還前に売却できない場合がありうる。また、本社債を売却できたとしても、本社債は非

流動的であるため、満期日前の本社債の売買価格は、外国為替市場、金利市場、発行会社の財政状

態、一般市場状況その他の要因により、当初の投資額を著しく下回る可能性がある。 

 

潜在的利益相反 

 本社債については、発行会社が計算代理人（下記「Ⅱ 本社債の要項の概要、(7) 計算代理人、

(A) 計算代理人の役割、発行会社の算定および変更」に定義する。）を務める。場合によっては、

発行会社としての立場と、本社債の計算代理人としての立場の利害が相反することがありうる。発

行会社は、計算代理人としての職務を誠実に遂行する義務を負っている。 
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税金 

 日本の税務当局は、本社債についての日本の課税上の取扱いについて必ずしも明確にしていない。

下記「Ⅲ 租税上の取扱い、(2) 日本国の租税」の項を参照のこと。また、将来において、本社債に

ついての課税上の取扱いが変更される可能性がある。本社債に投資しようとする投資家は、各自の

状況に応じて、本社債の会計・税務上の取扱い、本社債に投資することによるリスク、本社債に投

資することが適当か否か等について各自の会計・税務顧問に相談する必要がある。 

 

Ⅱ 本社債の要項の概要 

(1) 主たる債務 

本社債は、本社債権者に対して、発行会社から、額面金額の100％（以下「償還額」という。）の

支払いにより償還を受ける権利を付与する。 

 

(2) 償還 

上記「(1) 主たる債務」に基づく償還は、満期日に行われる。 

 

(3) 決済 

(A) 決済通貨の換算 
発行会社によって支払われるべき金銭は、米ドルで支払われる。関連する決済機関（以下に定

義する。）の規則により、米ドルによる支払いを行うことができない場合、当該支払いは、関連

する決済機関が口座に対する支払いのために主に利用する通貨によって行われる。当該金額は、

計算代理人が合理的な裁量によって当該換算との関係で最も適切であると判断する情報源を参照

して計算代理人が決定する外国為替レートを用いて米ドルから上記の通常の通貨に換算される。 

「決済機関」とは、ユーロクリア・バンク・エスエー／エヌブイおよびクリアストリーム・バ

ンキング・エスエーをいう。 

(B) 決済／支払いの詳細 
発行会社は、支払義務を負う金銭を、本社債権者に対する送金のために、関連する決済機関に

送金する。発行会社は、関連する決済機関または指定された支払いの受領者に対して支払いが行

われた場合、支払われた金額について支払義務を免れる。 

償還額は、額面金額の利用の対価として、償還額が額面金額を下回ることがありうるとの認識

に対する補償として支払われる。 

(C) 検証 
各支払いは、関連する本社債権者が本社債を保有していることについて、合理的に満足するこ

とのできる証拠が提示されることを条件とする。 

(D) 支払日 

「支払日」とは、以下のすべての条件を満たす日（土曜日および日曜日を除く。）をいう。 

(ⅰ) 主たる代理人（下記「(6) 代理人、(B) 定義」に定義する。）が所在する都市において、商

業銀行および外国為替市場が一般的な営業（外国為替および外貨預金の取引を含む。）を行

い、かつ、支払いの決済を行っていること。 
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(ⅱ) 各決済機関が営業を行っていること。 

(ⅲ) アメリカ合衆国の主たる金融中心地において、商業銀行および外国為替市場が一般的な営業

（外国為替および外貨預金の取引を含む。）を行い、かつ、支払いの決済を行っていること。 

いずれかの本社債について発行会社が何らかの金銭の支払いを行わなければならない日が支払

日でない場合、その保有者は、その直後の支払日まで支払いを受ける権利を有せず、当該遅延に

ついて利息その他の支払いを受ける権利を有しない。 

 

(4) 利息 

(A) 利息の支払い 

発行会社は、各利払日に、関連する利息額を支払う。利息額は、本社債に係る額面金額の利用

の対価として支払われる。また、利息額は、いずれかまたはすべての利払日における利息額が、

本社債に係る商業的な利益率を下回ることがありうるとの認識に対する補償としても支払われる。 
いずれかの利息期間について利息額を計算しなければならない場合、計算代理人は、当該利息

期間の日数、当該期間に適用される本社債の利率および日数調整係数（以下に定義する。）を基

礎として利息額を算定する。 

(B) 利息の発生 

利息額以外には、本社債について定期的な金額が支払われることはなく、利息額の支払いの遅

延その他の理由を問わず、本社債について追加で利息が発生することはない。 

(C) 定義 

「利息額」とは、各利払日について、額面金額100米ドルの各本社債につき（未定）米ドルであ

る。 

関連する利息期間終了日以外の日（同日を含まない。）に終了する期間について利息額を計算

しなければならない場合、「利息期間」とは、直前の利息期間終了日（同日を含む。）から関連

する支払日（同日を含まない。）までの期間をいう。かかる利息期間終了日が存在しない場合、

「利息期間」とは、利息起算日（同日を含む。）から関連する支払日（同日を含まない。）まで

の期間をいう。 

「日数調整係数」とは、当該利息期間の日数を360で除した数をいう。かかる日数は、１年が30

日を１ヶ月とする12ヶ月により構成される360日であるとして計算される。ただし、当該利息期間

の最終日がいずれかの月の31日である場合、当該最終日を含む月は30日で構成される１ヶ月には

短縮されないものとみなされ、当該利息期間の最終日が２月末日である場合、その２月は30日で

構成される１ヶ月には延長されないものとみなされる。 

 

(5) 本社債の様式、譲渡性、地位および本社債権者 

(A) 様式 

本社債は、大券（以下「大券」という。）により表章される。本社債について確定社債券は発

行されない。大券は、いつでも、本社債権者の同意なく、ドイツ電子証券法（Gesetz über 

elektronische Wertpapiere）（以下「電子証券法」という。）に従って、同一の内容の電子証券 

に置き換えられる可能性がある。その場合、発行会社は、変更後の証券の様式に適合させるため、
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大券の表章について規定し、またはそれに関連する本社債の要項のすべてを調整することができ

る。変更後の証券の様式（それに起因して必要となる本社債の要項の変更を含む。）は、下記

「(14) 通知」の規定に従って公表される。 

電子証券法第12条が準用する第４条第１項第１号に従って、電子証券に係る登録簿は中央登録

簿（以下「中央登録簿」という。）となる。中央登録簿に登録された電子証券は、電子証券法第

４条第２項にいう中央登録証券（以下「中央登録証券」という。）である。中央登録証券は、中

央登録証券に係る登録機関（以下「中央登録証券登録機関」という。）が保有する中央登録簿に

登録を行うことにより発行される。 

(B) 譲渡性 

各本社債は、適用ある法律ならびに当該本社債がその帳簿を通じて譲渡される決済機関のその

時点の規則および手続に従い、譲渡することができる。 

中央登録証券は、中央登録簿における集合的登録において、中心的な証券預託機関を保有名義

人とする集合的な証券の保有として登録される。中心的な証券預託機関は、それ自身が受益者と

なるのではなく、電子証券法第３条第２項にいう受益者（以下に定義する。）に対する受託者と

して、当該集合的登録の管理を行う。本社債は、中央登録証券登録機関の適用ある規定および規

則ならびに適用ある法律の規定に従って、集合的な証券の保有に係る共有持分として譲渡される。 

(C) 地位 

本社債は、発行会社の無担保かつ非劣後の上位優先債務を構成し、相互に同順位であり、発行

会社のその他のすべての無担保かつ非劣後の上位優先債務との間で同順位である。ただし、破綻

処理措置（下記「(10) 債務不履行事由・破綻処理措置、(B) 破綻処理措置」に定義する。）が発

行会社に対して行われた場合、または発行会社の（もしくは発行会社に対する）解散、清算、倒

産、和議もしくは倒産を回避するためのその他の手続の場合において、一定の無担保かつ非劣後

の上位優先債務に対する制定法上の優先権に服する。 

ドイツ銀行法（Kreditwesengesetz）（以下「銀行法」という。）第46条f第５項に従って、本

社債に基づく債務は、銀行法第46条f第６項第１文（銀行法第46条f第９項により準用される場合

を含む。）またはその後継の規定にいう発行会社の負債証券に基づく債務（自己資本要求規則第

72条aおよび第72条b第２項にいう適格債務を含む。）に優先する。 

(D) 本社債権者 

「本社債権者」および「本社債の保有者」という用語は、適用ある法律ならびに大券をカスト

ディとして保有し、関連する記入または記帳をその記録に対して行った決済機関の規則および手

続に従って解釈される。 

「中央登録証券の保有者」とは、中央登録証券または集団的な証券の保有に係る一定の共有持

分の保有者として中央登録簿に登録されている者をいう（本社債が中央登録証券として発行され

ている場合、中心的な証券の預託機関が保有者として登録される（集団的登録））。 

電子証券法第３条第２項にいう受益者は、中央登録証券から派生する権利を保有している者

（以下「電子証券法第３条第２項にいう受益者」という。）である。 

本社債が中央登録証券として発行されている場合、本社債の要項において本社債権者または本

社債の保有者というときは、電子証券法第３条第２項にいう受益者を意味する。 
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(6) 代理人 

(A) 発行会社は、いつでも代理人を変更し、または代理人を解任する権利を有する。また、発行会

社は、追加の代理人を選任する権利を有する。主たる代理人の解任は、後任の主たる代理人が選

任されるまで効力を生じない。代理人の選任、解任または指定された事務所の変更の通知は、下

記「(14) 通知」に従って本社債権者に対して行われる。 

各代理人は、発行会社の代理人としてのみ行為し、本社債権者に対していかなる責任や義務も

負うものではなく、本社債権者との間でいかなる代理または信託の関係に立つものでもない。代

理人により行われたすべての本社債に関する計算または決定は、明白な誤りである場合を除き、

最終的かつ終局的なものであり、本社債権者に対して拘束力を有する。 

(B) 定義 

「代理人」とは、上記（A）に従い、主たる代理人をいう。 

「主たる代理人」とは、上記（A）に従い、ドイツ連邦共和国 60325 フランクフルト・アム・

マイン、タウヌスアンラーゲ 12に所在するフランクフルト・アム・マインにおける本店を通じて

行為するドイツ銀行をいう。 

 

(7) 計算代理人 

(A) 計算代理人の役割、発行会社の算定および変更 

本社債の要項に別段の定めがある場合を除き、本社債の要項で必要とされるすべての計算およ

び決定は、計算代理人としてのドイツ銀行（以下「計算代理人」という。）によって行われる。

「計算代理人」の用語には、後任の計算代理人を含む。 

発行会社が以下の規定に従って後任の計算代理人を選任することを決定した場合を除き、発行

会社は、本社債に係る計算代理人となる。発行会社は、いつでも他の機関を計算代理人として選

任する権利を有する。現任の計算代理人の解任は、後任の計算代理人が選任されるまで効力を生

じない。かかる計算代理人の解任または選任の通知は、下記「(14) 通知」に従って本社債権者に

対して行われる。 

計算代理人は、（発行会社である場合を除き）発行会社の代理人としてのみ行為する。計算代

理人は、本社債権者に対していかなる責任や義務も負うものではなく、本社債権者との間でいか

なる代理または信託の関係に立つものでもない。 

発行会社または計算代理人による本社債に関するすべての計算または決定は、誠実かつ商業上

合理的な方法で行われなければならない。かかる計算および決定は、明白な誤りである場合を除

き、最終的かつ終局的なものであり、本社債権者に対して拘束力を有する。 

本社債に関する計算代理人による計算または算定の後、計算代理人が当該計算または算定につ

き使用した参照項目の価額もしくは価格の訂正が後に公表された場合、これが支払いが行われる

日の２営業日前までの訂正期間中に公表されている場合に限り、計算代理人はこれを斟酌し、そ

の金額は、参照項目の当該価額または価格を参照して、全体として、または部分的に決定される。 

計算代理人は、発行会社の同意を得て、そのいずれかの義務および任務を、計算代理人が適切

であると考える第三者に委託することができる。 
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(B) 計算代理人による決定 

発行会社、計算代理人および代理人は、自身の重過失または故意がない場合、適用ある法律に

よって許容される限りにおいて、本社債の要項に基づいて支払われる金額の計算その他の本社債

の要項の規定に基づく決定における誤りまたは不作為について何らの責任も負わない。 

 

(8) 租税 

発行会社は、本社債の所有、譲渡、支払いのための呈示もしくは引渡しまたは執行の結果生じる

一切の公租公課、手数料、源泉徴収その他の支払いについて責任その他の支払義務を負わない。発

行会社が本社債権者に対して行うすべての支払いは、実施、支払い、源泉徴収または控除を行う必

要がある一切の公租公課、手数料、源泉徴収その他の支払いの対象となる。 

 

(9) 呈示期間および時効 

本社債に係る一切の支払いは、以下の規定に従い、上記「(3) 決済」に規定される方法および別

途大券に規定される方法により行われる。 

本社債に係る一切の金額の支払いは、いずれかの代理人の指定された事務所において、大券の呈

示または（場合により）引渡しと引き換えに行われる。各支払いの記録は、（該当する場合）当該

代理人が大券上に行う。かかる記録は、当該支払いがなされたことについての一応の証拠となる。 

決済機関の記録において一定数の本社債または本社債に係る一定の額面金額の保有者として記載

されている者は、発行会社が大券の保有者もしくは（場合により）関連する決済機関またはその指

図先に対して行った各支払いに係るその者の持分について、関連する決済機関に対してのみ、分配

を求めなければならない。 

本社債に基づく支払いに係る一切の請求権は、それぞれに係る関連日（以下に定義する。）から

（利息額の支払いに関しては）５年以内、（その他の金額の支払いに関しては）10年以内に、本社

債の要項に従って大券が呈示され、または請求が行われない場合、無効となる。 

「関連日」とは、当該支払いについて最初に支払期限が到来した日をいう。当該支払期日以前に

支払われるべき金銭の全額が適式に関連する代理人によって受領されていない場合、当該金銭の全

額が受領され、下記「(14) 通知」に従って本社債権者に対してその旨の通知が適式に行われた日を

いう。 

 

(10) 債務不履行事由・破綻処理措置 

(A) 債務不履行事由 

下記のいずれかの事由が発生した場合、各本社債権者は、自らが保有する本社債について期限

の利益を喪失したことを宣言する権利を有する。 

(ⅰ) 主たる代理人が本社債権者から本社債に関する支払いについての通知を受領した後、関連す

る期日から30日以内に発行会社が支払いを行わない場合。 

(ⅱ) 発行会社が、本社債から生じるその他の義務を適式に履行せず、かかる不履行が、主たる代

理人が本社債権者からそれについての通知を受領した後60日を超えて継続した場合。 

(ⅲ) 発行会社が、その金融債務を履行できないことを発表し、または支払いを停止した場合。 
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(ⅳ) 裁判所が発行会社に対して倒産手続を開始した場合、発行会社がかかる手続を申請し、もし

くは開始した場合、または発行会社が債権者全般の利益のための和解を提案し、もしくは実

施した場合。 

本社債の期限の利益喪失を宣言する権利は、当該権利が行使される前に当該権利を生じさせた

状況が治癒された場合には消滅する。 

本社債の期限の利益喪失の宣言がなされた場合、各本社債権者は、当該本社債権者が保有する

すべての本社債の市場価格（以下に定義する。）に相当する金額を即時に支払うよう要求する権

利を有する。発行会社は、当該市場価格から、裏付けとなる関連するヘッジ取引（以下に定義す

る。）を解消するための発行会社の直接的および間接的な費用のうち、本社債に対応する割合的

な部分を控除することができる。かかる控除の金額は、計算代理人が合理的な裁量により決定す

る。かかる控除は、適用ある法律、適用ある証券取引所の規則その他の適用ある規則または規制

に違反する場合には行われない。 

「市場価格」とは、計算代理人が関連する時点で適切であると判断する要因（以下のものを含

むが、これらに限られない。）を参照して決定する本社債の公正市場価格をいう。 

(ⅰ) 関連する時点における関連する経済的変数（金利、外国為替レート等）の市場価格または価

値 

(ⅱ) 本社債が予定された満期まで残存した場合の残存期間 

(ⅲ) 内部価格モデル 

(ⅳ) 他の市場参加者が本社債と類似の有価証券について提示しうる買い値 

(ⅴ) 関連する市場における関連する相場その他の関連する市場データ（関連する金利、価格、利

回り、イールドカーブ、ボラティリティ、スプレッド、相関関係およびオプションその他の

デリバティブ商品の価格モデルを含む。） 

(ⅵ) 発行会社またはその関連会社のいずれかの内部情報源からの上記の種類の情報であって、発

行会社がその通常の業務の過程で本社債と類似の商品の評価のために使用する種類のもの 

「ヘッジ取引」とは、発行会社が、関連する本社債の要項に基づき支払われるべき現金がその

期限の到来時に入手できるよう確保するために行う取引をいう。 

(B) 破綻処理措置 

各本社債権者は、当該時点で発行会社に適用される破綻処理に関する法令に基づいて、本社債

が、管轄権を有する破綻処理当局によって行使される下記の権限（本「Ⅱ 本社債の要項の概要」

において、それぞれを以下「破綻処理措置」という。）に服する可能性があることを認識し、了

承する。 

‐ 本社債に係る元金額、利息額その他の金額の支払いの請求権の減額（ゼロへの減額を含む。）

を行うこと 

‐ かかる請求権を、(ⅰ)発行会社、(ⅱ)関連会社または(ⅲ)ブリッジ・バンクの普通株式等

Tier１資本としての要件を充足する普通株式その他の持分証券に転換し、本社債権者に対し

てかかる証券を発行し、または付与すること 

‐ (ⅰ)本社債の他の事業体への譲渡、(ⅱ)本社債の要項の修正、変更もしくは改定または(ⅲ)

本社債の消却を含む（ただし、これらに限られない）その他の破綻処理措置を適用すること 
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本社債権者は、破綻処理措置に拘束される。本社債権者は、発行会社に対して、破綻処理措置

によって生じるいかなる請求権その他の権利も有しない。特に、破綻処理措置の行使は、債務不

履行を生じさせる事由とはならない。 

本「(10) 債務不履行事由・破綻処理措置」は、本項に記載される事項を網羅するものであり、

本社債の要項の目的事項に関する本社債権者と発行会社の間のその他の一切の契約、取決めまた

は了解事項を排除する。 

 

(11) 発行会社および支店の交替 

(A) 発行会社の交替 

発行会社（または以前に発行会社としての地位を承継した会社）は、いつでも、本社債に基づ

く主債務者としての地位を、いずれかの関連会社（以下「承継者」という。）に承継させること

ができる。本社債権者の同意を要しない。かかる承継は、下記の条件のすべてが満たされること

を条件とする。 

(a) ドイツ銀行が、本社債に基づく承継者の債務を、取消不能かつ無条件に保証すること（ただ

し、ドイツ銀行自身が承継者である場合にはこの限りではない。）。保証に基づく債務が本社

債に基づく債務と同順位であること。 

(b) 本社債に基づく債務の移転のためのすべての条件（必要な承認、特に管轄権を有する当局の

承認）が充足されること。当該債務が、制限なく、法的に有効な方法で移転されること。 

(c) 発行会社が、下記「(14) 通知」に従って本社債権者に対して当該承継の日を30日前までに通

知を行っていること。 

(d) 上記「(10) 債務不履行事由・破綻処理措置」に定める破綻処理措置の適用可能性が確保され

ていること。 

発行会社が交替する場合、本社債の要項における発行会社に関する記載は、交替の効力が発生

した時点以後、承継者を指すとみなされる。 

(B) 支店の交替 

発行会社は、本社債の関係で同社がこれを通じて行為する事務所を変更する権利を有する。発

行会社は、下記「(14) 通知」に従って本社債権者に対し、当該変更およびその効力発生日を通知

する。当該日までの間、当該変更は生じない。 

 

(12) 本社債の買入れ 

発行会社は、公開市場において、公開買付けによる買戻しにより、または個別の本社債権者から、

本社債を買い入れることができる。法律上必要な場合、かかる買入れは、管轄権を有する当局の事

前の承認を条件とする。 

発行会社は、かかる買入れに係る対価を自由に決定することができる。そのようにして買い入れ

られた本社債は、保有し、転売し、または消却することができる。 

 

(13) 本社債の追加発行 

発行会社は、随時、本社債と統合され、単一の銘柄を構成する追加の社債を設定し、発行するこ

とができる。これについて、本社債権者の同意を要しない。  
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(14) 通知 

(A) 公告 

本社債権者に対する通知は、以下のいずれかまたはその両方の方法によって行われる。 

(ⅰ) 決済機関による本社債権者への通知のための決済機関への交付。 

(ⅱ) ウェブサイト（www.xmarkets.db.com）への掲載。代替のウェブサイトにおいて、または代

替のサービスを通じて通知を行う場合、当該代替の６週間前までに、本(ⅱ)号第１文に従っ

た公告により、かつ、ドイツ連邦官報（Bundesanzeiger）において、当該代替について本社

債権者に対して通知する。 

(B) 交付 

上記「(A) 公告」に基づいて公告された通知は、以下の時点で到達したものとみなされる。 

(ⅰ) 上記「(A) 公告」の(ⅰ)に従った交付により行われた場合、決済機関（複数の決済機関があ

る場合には、そのすべて）に対して交付が行われた日の次の営業日 

(ⅱ) 上記「(A) 公告」の(ⅱ)に従って行われた場合、当該公告の日 

(ⅲ) 上記「(A) 公告」の(ⅰ)に従った交付により行われ、かつ、上記「(A) 公告」の(ⅱ)に従っ

て行われた場合、(a)上記「(A) 公告」の(ⅰ)に記載のとおり決済機関（複数の決済機関があ

る場合には、そのすべて）に対して交付が行われた日の次の営業日と、(b)上記「(A) 公告」

の(ⅱ)に記載の当該公告の日のいずれか早い方の日 

 

(15) ユーロへの表示通貨の変更 

(A) 表示通貨の変更 

発行会社は、本社債権者の同意なく、上記「(14) 通知」に従って通知を行うことにより、当該

通知に記載された調整日（以下に定義する。）を効力発生日として、本社債の表示通貨をユーロ

に変更することを選択することができる。 

かかる権利が行使された場合、本社債の要項について、本社債を当該時点においてユーロを表

示通貨とする商品に適用される慣行に整合させるために発行会社が決定する修正が行われる。 

(B) 調整 

発行会社は、本社債権者の同意なく、本社債の要項について、本条約（以下に定義する。）に

従った欧州経済通貨同盟の第３段階が本社債の要項に及ぼす影響に対応するために適切であると

判断する調整を行うことができる。かかる調整は、上記「(14) 通知」に従って本社債権者に通知

される。 

(C) 関連費用 

上記「(A) 表示通貨の変更」および「(B) 調整」の規定にかかわらず、発行会社、計算代理人

および代理人のいずれも、本社債権者その他の者に対して、ユーロの送金またはそれに関して実

施される為替換算もしくは端数処理に関連して、またはその結果生じる一切の手数料、経費、損

失または費用につき責任を負わない。 

(D) 定義 

「調整日」とは、本社債権者に対する通知において発行会社が調整日として指定する日をいう。 

「本条約」とは、EUの機能に関する条約をいう。 
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本社債の要項のその他の規定にかかわらず、発行会社は、本「(15) ユーロへの表示通貨の変更」

における上記の裁量の行使または選択、決定もしくは調整の実施に際し、可能な限り合意された

条件の経済性を保持するために、誠実に、かつ商業上合理的な方法でこれを行う。かかる措置は、

当該措置がとられる前の状況と比較して、本社債権者の不利益をもたらす重大な不均衡を生じさ

せてはならない。 

 

(16) 変更 

発行会社は、適用法によって許容される範囲において、本社債権者の同意なく、本社債の要項を

修正することができる。当該変更は、発行会社が本社債の要項において意図された経済的な目的を

維持または保全するために合理的かつ必要なものであると判断するものでなければならない。当該

権利は、以下のいずれかを条件とする。 

(ⅰ) 当該変更が、本社債件者の利益に重大な悪影響を及ぼすものでないこと 

(ⅱ) 当該変更が、形式的、軽微もしくは技術的な性質のものであり、または明白な、もしくは証明

された誤謬を修正するためのものであること 

(ⅲ) 当該変更が、本社債の要項に含まれる不完全な規定を治癒し、訂正し、または補完するための

ものであること 

上記の各場合において、発行会社は、まず、当該裁量の行使が合理的かつ必要であることについ

て十分な検討を行い、発行会社または関連会社に多額の追加費用を生じさせない合理的な他のとり

うる手段がないか検討する。本「(16) 変更」に従った変更が行われた後、発行会社は、その裁量に

より、本社債に係る最終条件書（Final Terms）の修正および改定を行うことができる。 

当該変更に関する通知は、上記「(14) 通知」に従って本社債権者に対して行われるが、通知の不

実施または不受領は、当該変更の有効性に影響を及ぼさない。 

 

(17) 可分性 

本社債の要項のいずれかの規定の全部または一部が無効であり、または執行可能性がない場合で

あっても、その他の規定は、それによって何ら影響を受けず、損なわれない。無効または執行可能

性がない規定は、可能な範囲で、無効または執行可能性がない規定の経済上の目的を満たす有効か

つ強制執行可能な規定に置き換えられる。本社債の要項における欠落についても同様とする。 

 

(18) 準拠法、管轄および履行地 

本社債および本社債から、または本社債に関して生じるすべての債務は、英国法に準拠し、英国

法に従って解釈される。いかなる者も、1999年契約（第三者の権利）法に基づいて本社債に係る請

求権を実行する権利を有しない。しかし、このことは、その他の権利または救済手段に影響を及ぼ

さない。 

法律上許容される場合、英国の裁判所が、本社債から、または本社債に関して生じた紛争を解決

する専属的管轄権を有する。 
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Ⅲ 租税上の取扱い 

(1) 租税に関する注意事項 

本社債の購入者および／または売主は、本社債の発行価格または購入価格に加えて、本社債の譲

渡が行われた国の法律および慣習に従って、印紙税その他の費用を支払わなければならない可能性

がある。発行会社は、租税について源泉徴収を行う責任を負わない。 

本社債に係る取引（購入、譲渡、行使・不行使または償還を含む。）、本社債に係る利息の発生

または受領および死亡に起因する本社債の取得は、保有者および潜在的な買主の租税上の地位等に

よっては、これらの者について、印紙税、印紙留保税、所得税、法人税、取引税、キャピタル・ゲ

イン課税、源泉徴収税、連帯付加税、相続税、贈与税その他の租税公課に係る課税関係を生じさせ

る可能性がある。 

本社債の購入を検討する者は、上記「Ⅱ 本社債の要項の概要、(8) 租税」を慎重に検討しなけれ

ばならない。 

本社債権者の居住国の租税法および発行会社の設立地または所在地である欧州連合加盟国の租税

法は、本社債からの収益に影響を及ぼす可能性がある。そのため、本社債の購入を検討する者は、

本社債に係る取引の課税関係について、自身の税務顧問に相談することが推奨される。 

 

(2) 日本国の租税 

以下は本社債に関する日本国の租税上の取扱いの概略を述べたにすぎず、本社債に投資しようと

する投資家は、各投資家の状況に応じて、本社債に投資することによるリスクや本社債に投資する

ことが適当か否かについて各自の会計・税務顧問に相談する必要がある。 

日本国の租税に関する現行法令（以下「日本の税法」という。）上、本社債は公社債として取り

扱われるべきものと考えられるが、その取扱いが確定しているわけではない。仮に日本の税法上、

本社債が公社債として取り扱われなかった場合には、本社債に対して投資した者に対する課税上の

取扱いは、以下に述べるものと著しく異なる可能性がある。 

(ⅰ) 本社債は、特定口座において取り扱うことができる。 

(ⅱ) 日本国の居住者が支払いを受ける本社債の利息は、それが国内における支払の取扱者を通じ

て支払われる場合には、日本の税法上20.315％（所得税、復興特別所得税および地方税の合

計）の源泉所得税を課される。さらに、日本国の居住者は、申告不要制度または申告分離課

税を選択することができ、申告分離課税を選択した場合、20.315％（所得税、復興特別所得

税および地方税の合計）の税率が適用される。日本国の内国法人が支払いを受ける本社債の

利息は、それが国内における支払の取扱者を通じて支払われる場合には、日本の税法上

15.315％（所得税および復興特別所得税の合計）の源泉所得税を課される。当該利息は当該

法人の課税所得に含められ、日本国の所得に関する租税の課税対象となる。ただし、当該法

人は当該源泉所得税額を、一定の制限の下で、日本国の所得に関する租税から控除すること

ができる。 

(ⅲ) 本社債の譲渡または償還による損益のうち、日本国の居住者に帰属する譲渡益または償還差

益は、20.315％（所得税、復興特別所得税および地方税の合計）の税率による申告分離課税

の対象となる。ただし、特定口座のうち当該口座内で生じる所得に対する源泉徴収を日本国
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の居住者が選択したもの（源泉徴収選択口座）における本社債の譲渡または償還による所得

は、確定申告を不要とすることができ、その場合の源泉徴収税率は、申告分離課税における

税率と同じである。また、内国法人に帰属する譲渡損益または償還差損益は当該法人のその

事業年度の日本国の租税の課税対象となる所得の金額を構成する。 

(ⅳ) 日本国の居住者は、本社債の利息、譲渡損益および償還差損益について、一定の条件で、他

の社債や上場株式等の譲渡所得、利子所得および配当所得と損益通算および繰越控除を行う

ことができる。 

(ⅴ) 外国法人の発行する社債から生ずる利息および償還差益は、日本国に源泉のある所得として

取り扱われない。したがって、本社債に係る利息および償還差益で、日本国に恒久的施設を

持たない日本国の非居住者および外国法人に帰属するものは、通常日本国の所得に関する租

税は課されない。同様に、本社債の譲渡により生ずる所得で日本国に恒久的施設を持たない

日本国の非居住者および外国法人に帰属するものは、日本国の所得に関する租税は課されな

い。 
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】 
規制上のベイルインその他の破綻処理措置 

法律は、管轄権を有する破綻処理当局に、本社債について措置を講じる権限を与えている。これ

らの措置は、本社債権者に悪影響を及ぼす可能性がある。 

発行会社は、銀行再建破綻処理指令2014/59/EU（以下「BRRD」という。）ならびに信用機関へ

の自己資本要求、再建および破綻処理の仕組み等について定めた（欧州銀行監督局（EBA）、欧州

証券市場監督局（ESMA）等）のEUの規制当局の関連する技術的な基準および指針に服している。

発行会社はまた、単一破綻処理メカニズムの対象となる。単一破綻処理メカニズムおよびBRRDは、

破綻の危機に面した信用機関および投資会社に関して、幅広い権限を行使することを可能にして

いる。 

本社債は、再建・破綻処理法（Sanierungs- und Abwicklungsgesetz）（以下「SAG」という。）

とともにドイツに導入された自己資本要求規則の適用を受ける信用機関に関する破綻処理制度の

対象となる。この制度は、例えば、かかる信用機関が発行した金融商品を取得した株主および債

権者が、その損失および破綻処理費用の一部を負担する必要が生じる可能性がある旨を定めてい

る（以下「規制上のベイルイン」という。）。 

発行会社について法律上の要件が充足された場合、ドイツ連邦金融監督局（以下「BaFin」とい

う。）は、破綻処理当局として、その他の措置に加えて、本社債に基づく本社債権者の請求権の

一部または全部を減額し、または発行会社の持分（株式に）転換する可能性がある（本「規制上

のベイルインその他の破綻処理措置」において、以下「破綻処理措置」という。）。実施されう

るその他の破綻処理措置には、本社債を他のエンティティに移転すること、本社債の要項を変更

すること（本社債の償還期限を変更することを含むが、これに限られない。）または本社債を消

却することが含まれるが、これらに限られない。管轄権を有する破綻処理当局は、破綻処理措置

を単独で適用することもあれば、それらを組み合わせて適用することもありうる。 

破綻処理当局が破綻処理措置を講じた場合、本社債権者は、本社債に基づく請求権を喪失する

リスクを負う。特に、かかる請求権には、金銭または償還額の支払いを請求する権利や、交付さ

れるべき物の交付を求める請求権が含まれる。 

そのため、本社債権者の請求権が発行会社の株式に転換された場合、本社債権者は、本社債に

基づいて生じる請求権を喪失することとなる。かかる事態が発生した場合、本社債権者は、発行

会社の株主としてのリスクのすべてを負担することとなる。そのような状況下においては、通常、

発行会社の株価は急激に下落することとなる。そのため、本社債権者は、かかる状況下において、

損失を被る可能性が高い。発行会社に対する本社債権者の請求権の全部または一部がゼロに減額

された場合にも同様の事態が生じる。そのため、本社債権者は、全額についての損失を含む、相

当程度の損失のリスクを負う。 

破綻処理当局は、発行会社の支払いおよび交付に係る義務（例えば、本社債の要項に基づく本

社債権者に対するもの、または本社債の要項に基づいて単独の宣言（Gestaltungsrechte）によっ

て解除権または法律関係を創設し、変更し、もしくは終了させるその他の権利を行使する本社債

権者の権利）が、破綻処理命令の公表の直後の営業日の終了時まで停止されるよう命令を発出す

ることができる。一定の状況下において、破綻処理当局は、本社債の要項を変更することができ

る。 
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管轄権を有する破綻処理当局は、(ⅰ)まず、普通株式等Tier１証券（発行会社の普通株式等）

が関連する損失の割合に応じて減額され、(ⅱ)その次に、その他の資本性証券（Additional Tier

１証券およびTier２証券）の元本が、その優先順位に従って、恒久的に減額され、または普通株

式等Tier１証券に転換され、（ⅲ）その次に、Additional Tier１証券またはTier２証券ではない

発行会社の無担保劣後債務が恒久的に減額され、または普通株式等Tier１証券に転換され、(ⅳ)

最後に、発行会社の無担保非劣後債務（規則806/2014号、BRRDまたはSAGによって除外されるもの

を除く。）（非劣後証券に基づく債務等）が、銀行法第46条f第５号ないし第９号に基づく優先順

位に従って、恒久的に減額され、または普通株式等Tier１証券に転換されることとなるよう、規

制上のベイルインを行使しなければならない。管轄権を有する破綻処理当局は、原則として、上

記の順位において、破綻処理措置に関して関連するすべての債務を包含しなければならない。し

かし、合理的な期間内にベイルインの効力を生じさせることが困難である場合など、例外的な状

況下においては、一定の債務の全部または一部を除外することができる。そのため、破綻処理当

局によって、同一の順位の債務が異なる取扱いを受ける可能性がある。 

本社債権者は、破綻処理措置により拘束される。本社債の要項に基づいて、本社債権者はかか

る措置に同意している。本社債権者は、発行会社に対して、破綻処理措置に起因するいかなる請

求権その他の権利も有しない。破綻処理措置の内容によっては、発行会社は、本社債に基づくい

かなる支払義務をも負わない可能性がある。本社債に基づく支払義務が破綻処理措置によってど

のような影響を受けるかは、発行会社のコントロールが及ばない多数の要素によって決定される

可能性があり、仮に破綻処理措置が講じられることとなる場合であっても、それがいかなるタイ

ミングで講じられることとなるかを予測することは困難である。破綻処理措置が実施されたこと

よって、本社債を終了させる権利が生じることはない。本社債への投資を検討する者は、破綻処

理措置が講じられた場合、元本および利息を含むその投資額のすべてを失うリスクについて検討

し、経営難に陥った銀行に対する臨時の公的な財政支援が行われる場合であっても、それは、規

制上のベイルインを含む破綻処理措置について、可能な限りの検討を行い、また、それを講じた

後にのみ、最後の手段として実施される可能性があることを認識しなければならない。 
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＜上記の社債以外の社債に関する情報＞ 

 

第１ 【募集要項】 

該当事項なし 

 

 

第２ 【売出要項】 

以下に記載するもの以外については、有価証券を売出しにより取得させるに当たり、その都度「訂正

発行登録書」または「発行登録追補書類」に記載します。 

 

１ 【売出有価証券】 

【売出社債（短期社債を除く。）】 

未定 

 

２ 【売出しの条件】 

未定 
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第二部 【参照情報】 

第１ 【参照書類】 

 会社の概況および事業の概況等法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を

参照すること。 

 

１ 【有価証券報告書及びその添付書類】 

 

  事業年度（2023年度）（自 2023年１月１日 至 2023年12月31日） 

  2024年６月27日、関東財務局長に提出 

  事業年度（2024年度）（自 2024年１月１日 至 2024年12月31日） 

  2025年６月30日までに関東財務局長に提出予定 

  事業年度（2025年度）（自 2025年１月１日 至 2025年12月31日） 

  2026年６月30日までに関東財務局長に提出予定 

 

２ 【半期報告書】 

 

  事業年度（2024年度中）（自 2024年１月１日 至 2024年６月30日） 

  2024年９月26日、関東財務局長に提出 

  事業年度（2025年度中）（自 2025年１月１日 至 2025年６月30日） 

  2025年９月30日までに関東財務局長に提出予定 

  事業年度（2026年度中）（自 2026年１月１日 至 2026年６月30日） 

  2026年９月30日までに関東財務局長に提出予定 

 

３ 【臨時報告書】 

 

  該当事項なし 

 

４ 【外国会社報告書及びその補足書類】 

 

  該当事項なし 

 

５ 【外国会社半期報告書及びその補足書類】 

 

  該当事項なし 

 

６ 【外国会社臨時報告書】 

 

  該当事項なし 

 

７ 【訂正報告書】 

 

  訂正報告書（上記１の2024年６月27日提出の有価証券報告書の訂正報告書）を2024年６月27日

に関東財務局長に提出   
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第２ 【参照書類の補完情報】 

上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書（訂正を含む。）および半期報告書（以下「有価証券

報告書等」と総称する。）の「事業等のリスク」に記載された事項について、有価証券報告書等の提出

日以後、本書提出日（2025年５月16日）までの間において重大な変更は生じておらず、また、追加で記

載すべき事項も生じていない。また、有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されているが、当

該事項は本書提出日においてもその判断に変更はなく、新たに記載する将来に関する事項もない。 

 
 

第３ 【参照書類を縦覧に供している場所】 

 該当事項なし 

 

 

第三部 【保証会社等の情報】 

該当事項なし 
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発行登録書の提出者が金融商品取引法第５条第４項各号に 

掲げる要件を満たしていることを示す書面 

 

 

 

会社名 ドイツ銀行 

 (Deutsche Bank Aktiengesellschaft) 

  

代表者の役職氏名 マネージング・ディレクター 

ジョナサン・ブレイク 

 (Jonathan Blake, Managing Director) 

  

 ディレクター 

トーマス・リュッケルト 

 (Thomas Rückert, Director) 

 

 

１ 当社は、１年間継続して有価証券報告書を提出しております。 

 

２ 当社の発行済株券は、指定外国金融商品取引所に上場しており、かつ、算定基準日（2025 年３月

31 日）における当該株券の基準時時価総額が 1,000 億円以上であります。 

6,969,106,305,150 円 

 

 

（注）算定基準日における主要な一指定外国金融商品取引所であるフランクフルト証券取引所の市場相

場による株券の最終価格により算出しております。日本円への換算は、１ユーロ＝162.08 円の換

算率（2025 年３月 31 日の株式会社三菱ＵＦＪ銀行の対顧客直物電信売相場と対顧客直物電信買

相場の仲値）により行っております。 
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事業内容の概要および主要な経営指標等の推移 

 
 

１．事業内容の概要 

ドイツ銀行は、フランクフルト・アム・マイン（ドイツ）に本店を置くドイツ最大の銀行であり、2023年

12月31日現在の総資産規模が１兆3,120億ユーロで、世界最大の金融機関の一つである。2023年末現在、当行

内部の従業員数は常勤相当で90,130名であり、57ヶ国において1,432支店（このうち66％がドイツ国内）を運

営している。当行は、世界中の個人、法人および機関投資家顧客向けに多種多様な投資、金融および関連の

商品ならびにサービスを提供している。 

 

２．主要な経営指標等の推移 

（便宜上記載されている日本円金額は、2024年５月31日現在の株式会社三菱UFJ銀行の対顧客電信売買相場の

仲値（1.00ユーロ＝169.78円）により計算されている。） 

 

（a）ドイツ銀行グループ（連結ベース）（注１） 

（特に表示がない限り単位：百万ユーロ（億円））

年    度 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 

信用損失引当金控除後の純利息収益 
13,026 

(22,116) 
9,734 

(16,526) 
10,640 

(18,065) 
12,425 

(21,095) 
12,097 

(20,538) 

利息以外の収益合計 
9,416 

(15,986) 
12,503 

(21,228) 
14,255 

(24,202) 
13,560 

(23,022) 
15,277 

(25,937) 

純収益合計（注２） 
22,441 

(38,100) 
22,237 

(37,754) 
25,410 

(43,141) 
27,210 

(46,197) 
28,879 

(49,031) 

税引前利益（損失） 
-2,634 

(-4,472) 
1,021 

(1,733) 
3,390 

(5,756) 
5,594 

(9,497) 
5,678 

(9,640) 

ドイツ銀行株主およびその他の資本構成
要素に帰属する純利益（損失） 

-5,390 
(-9,151) 

495 
(840) 

2,365 
(4,015) 

5,525 
(9,380) 

4,772 
(8,102) 

包括利益（損失）合計（税引後） 
-6,073 

(-10,311) 
-762 

(-1,294) 
3,844 

(6,526) 
5,392 

(9,155) 
4,255 

(7,224) 

普通株式 
5,291 

(8,983) 
5,291 

(8,983) 
5,291 

(8,983) 
5,291 

(8,983) 
5,223 

(8,868) 

株主持分合計 
55,857 

(94,834) 
54,786 

(93,016) 
58,027 

(98,518) 
61,959 

(105,194) 
64,486 

(109,484) 

資産合計 
1,297,674 

(2,203,191) 
1,325,259 

(2,250,025) 
1,323,993 

(2,247,875) 
1,336,788 

(2,269,599) 
1,312,331 

(2,228,076) 

普通株式等Tier１資本比率（CRR/CRD４適
用ベース）（％）（注３） 

13.6 13.6 13.2 13.4 13.7 

普通株式等Tier１資本比率（CRR/CRD４完
全適用ベース）（％）（注４） 

13.6 13.6 13.2 13.4 13.7 

Tier１自己資本率（CRR/CRD４適用ベー
ス）（％）（注３） 

15.6 15.7 15.7 15.7 16.1 

Tier１自己資本率（CRR/CRD４完全適用ベ
ース）（％）（注４） 

15.0 15.4 15.6 15.7 16.1 

基本的流通株式１株当たり純資産 
（ユーロ（円）） 

26.37 
(4,477) 

26.04 
(4,421) 

27.62 
(4,689) 

29.74 
(5,049) 

31.64 

(5,372) 

基本的１株当たり利益（損失）（ユーロ

（円））（注５） 
-2.71 
(-460) 

0.07 
(12) 

0.96 
(163) 

2.42 
(411) 

2.07 

(351) 

希薄化後１株当たり利益（損失）（ユー

ロ（円））（注６） 
-2.71 
(-460) 

0.07 
(12) 

0.93 
(158) 

2.37 
(402) 

2.03 

(345) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 
-40,449 

(-68,674) 
30,736 

(52,184) 
-2,952 

(-5,012) 
-2,113 

(-3,587) 
5,606 

(9,518) 

投資活動によるキャッシュ・フロー 
-10,280 

(-17,453) 
-1,892 

(-3,212) 
23,595 

(40,060) 
-17,175 

(-29,160) 
-2,576 

(-4,374) 
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財務活動によるキャッシュ・フロー 
-2,802 

(-4,757) 
-311 

(-528) 
1,630 

(2,767) 
614 

(1,042) 
-2,852 

(-4,842) 

現金および現金同等物の期末残高 
128,869 

(218,794) 
156,328 

(265,414) 
179,946 

(305,512) 
165,626 

(281,200) 
163,768 

(278,045) 

従業員数（常勤相当）（人） 87,597 84,659 82,969 84,930 90,130 

（注１）連結財務諸表は、IFRSに基づき開示されている。 

（注２）2019年12月31日に終了した年度および2020年12月31日に終了した年度において、「純収益合計」は信用損失引当金控除後を意味してい

る。2021年12月31日に終了した年度、2022年12月31日に終了した年度および2023年12月31日に終了した年度においては、「純収益合計」

は信用損失引当金控除前の純利息収益に利息以外の収益を加えた額を意味している。 

（注３）CRR/CRD４フレームワークの暫定適用ベースに基づいている。自己資本比率は、対象となる資本とリスク・ウェイテッド・アセットとの

関連を示している。 

（注４）CRR/CRD４フレームワークの完全適用ベースに基づいている。 

（注５）各年度の基本的１株当たり利益（損失）は、ドイツ銀行株主に帰属する純利益を普通株式の平均流通株式数で除して計算されている。

利益（損失）は、2023年５月、2022年５月、2021年４月、2020年４月および2019年４月にその他Tier１資本証券のクーポンとしてそれ

ぞれ支払われた498百万ユーロ、479百万ユーロ、363百万ユーロ、349百万ユーロおよび330百万ユーロ（税引前）によって調整されてい

る。 

（注６）各年度の希薄化後１株当たり利益（損失）は、ドイツ銀行株主に帰属する純利益を普通株式の平均流通株式数（いずれも想定される株

式転換後の数値）で除して計算されている。利益（損失）は、2023年５月、2022年５月、2021年４月、2020年４月および2019年４月に

その他Tier１資本証券のクーポンとしてそれぞれ支払われた498百万ユーロ、479百万ユーロ、363百万ユーロ、349百万ユーロおよび330

百万ユーロ（税引前）によって調整されている。 
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（b）ドイツ銀行（非連結ベース） 

（特に表示がない限り単位：百万ユーロ（億円）） 

年    度 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 

収益合計 
27,840 

(47,267) 

27,515 

(46,715) 

26,252 

(44,571) 

44,592 

(75,708) 

79,246 

(134,544) 

営業利益 
-6,452 

(-10,954) 

-902 

(-1,531) 

121 

(205) 

-217 

(-368) 

5,466 

(9,280) 

当期純利益（損失） 
-19,685 

(-33,421) 

-1,769 

(-3,003) 

1,919 

(3,258) 

5,506 

(9,348) 

4,999 

(8,487) 

資本金 
5,291 

(8,983) 

5,291 

(8,983) 

5,291 

(8,983) 

5,291 

(8,983) 

5,223 

(8,868) 

資産合計 
777,081 

(1,319,328) 

993,292 

(1,686,411) 

1,020,109 

(1,731,941) 

1,052,343 

(1,786,668) 

1,060,231 

(1,800,060) 

純資産額（株主資本） 
34,728 

(58,961) 

32,959 

(55,958) 

34,913 

(59,275) 

39,625 

(67,275) 

43,552 

(73,943) 

１株当たり純資産額（１株当たり 

株主資本）（ユーロ（円））（注１） 

16.80 

(2,852) 

15.95 

(2,708) 

16.89 

(2,868) 

19.17 

(3,255) 

21.35 

(3,625) 

１株当たり利益（損失） 

（ユーロ（円）） 

-9.52 

(-1,616) 

-0.86 

(-146) 

0.93 

(158) 

2.66 

(452) 

2.45 

(416) 

１株当たり配当 

（ユーロ（円）） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

0.20 

(34) 

0.30 

(51) 

0.45 

(76) 

配当性向（％） N/A N/A 21.5 11.3 18.4 

従業員数（人）（注２） 26,271 32,132 35,848 35,325 36,285 

（注１）配当可能利益を除く。 

（注２）常勤相当の平均従業員数。 
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発行登録追補書類に記載の事項 

 

ドイツ銀行 2030 年６月 12 日満期 米ドル建社債 

 

本書および本社債に関する 2025 年５月付発行登録目論見書をもって本社債の発行登録追補目論

見書としますので、これらの内容を合わせてご覧ください。ただし、本書では 2025 年５月 26 日

付発行登録追補書類のうち、同発行登録目論見書に既に記載されたものについては一部を省略し

ています。 

 

【発行登録追補書類番号】 ７－外２－２ 
 

【提出日】 2025 年５月 26 日 
 

【今回の売出金額】 5,000,000 米ドル（円貨相当額 719,550,000 円） 
（株式会社三菱ＵＦＪ銀行が発表した 2025 年５月 23 日現在の東京外
国為替市場における対顧客電信直物売買相場の仲値１米ドル＝143.91
円の換算レートで換算している。なお、上記の換算レートは、本書提
出に際して円貨相当額を表示するために便宜上用いられたものであ
り、本社債に係る実際の取引に適用されるレートと一致するものでは
ない。） 
 

【これまでの売出実績】 
（発行予定額を記載した場合） 

 
 

 

番号 提出年月日 売出金額 
減額による 

訂正年月日 
減額金額 

７－外２－１ 2025年５月21日 702,000,000円 該当事項なし 

実績合計額 702,000,000円 減額総額 ０円 

 
【残額】 499,298,000,000 円 

（発行予定額－実績合計額－減額総額) 
 
（発行残高の上限を記載した場合） 該当事項なし 

 

【残高】 該当事項なし 

（発行残高の上限－実績合計額＋償還総額－減額総額) 
 
【安定操作に関する事項】 該当事項なし 

 
【縦覧に供する場所】 該当事項なし 
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第一部 【証券情報】 

＜ドイツ銀行 2030 年６月 12 日満期 米ドル建社債に関する情報＞ 

 

第２ 【売出要項】 

１ 【売出有価証券】 

【売出社債（短期社債を除く。）】 
 

売出券面額の総額または売出振替社債の総額 5,000,000 米ドル 

売出価額の総額 5,000,000 米ドル 

 

本社債の利率は年率4.65％であり、2025年６月12日（以下「利息起算日」という。）（同日を含む。）から満期

日（同日を含まない。）までの期間について利息が付される。 

 

３ 【売出社債のその他の主要な事項】 

Ⅱ 本社債の要項の概要 

(4) 利息 

(C) 定義 

「利息額」とは、各利払日について、額面金額100米ドルの各本社債につき2.33米ドルである。 

 

 

第３ 【第三者割当の場合の特記事項】 

該当事項なし 

 

 

第二部 【公開買付けに関する情報】 

該当事項なし 

 

第三部 【参照情報】 

第２ 【参照書類の補完情報】 

上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書（訂正を含む。）および半期報告書（以下「有価証券

報告書等」と総称する。）の「事業等のリスク」に記載された事項について、有価証券報告書等の提出

日以後、本書提出日までの間において重大な変更は生じておらず、また、追加で記載すべき事項も生じ

ていない。また、有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されているが、当該事項は本書提出日

においてもその判断に変更はなく、新たに記載する将来に関する事項もない。 

 
以 上 

 
 



 

 

無登録格付に関する説明書 
 

 

株式会社SBI 証券 

 

格付会社に対しては、市場の公正性・透明性の確保の観点から、金融商品取引法に基づく信用格付業者の登録制が導入され

ております。 

これに伴い、金融商品取引業者等は、無登録格付業者が付与した格付を利用して勧誘を行う場合には、金融商品取引法によ

り、無登録格付である旨及び登録の意義等を顧客に告げなければならないこととされております。 

 

登録の意義について 

登録を受けた信用格付業者は、①誠実義務、②利益相反防止・格付プロセスの公正性確保等の業務管理体制の整備義務、

③格付対象の証券を保有している場合の格付付与の禁止、④格付方針等の作成及び公表・説明書類の公衆縦覧等の情報開示

義務等の規制を受けるとともに、報告徴求・立入検査、業務改善命令等の金融庁の監督を受けることとなりますが、無登録格付業

者は、これらの規制・監督を受けておりません。 

 

格付会社グループの呼称：ムーディーズ・レーティングス 

● グループ内の信用格付業者の名称及び登録番号 

ムーディーズ・ジャパン株式会社（金融庁長官（格付）第２号） 

● 信用格付を付与するために用いる方針及び方法の概要に関する情報の入手方法について 

ムーディーズ・ジャパン株式会社のウェブサイト（https://ratings.moodys.com/japan/ratings-news）の「規制関連」

のタブ下にある「開示」をクリックした後に表示されるページの「無登録格付説明関連」の欄に掲載されております。 

● 信用格付の前提、意義及び限界について 

ムーディーズ・レーティングス（以下、「ムーディーズ」という。）の信用格付は、事業体、与信契約、債務又は債務類似証券

の将来の相対的信用リスクについての、現時点の意見です。ムーディーズは、信用リスクを、事業体が契約上・財務上の義務を

期日に履行できないリスク及びデフォルト事由が発生した場合に見込まれるあらゆる種類の財産的損失と定義しています。信用

格付は、流動性リスク、市場リスク、価格変動性及びその他のリスクについて言及するものではありません。また、信用格付は、

投資又は財務に関する助言を構成するものではなく、特定の証券の購入、売却、又は保有を推奨するものではありません。 

ムーディーズは、いかなる形式又は方法によっても、これらの格付若しくはその他の意見又は情報の正確性、適時性、完全

性、商品性及び特定の目的への適合性について、明示的、黙示的を問わず、いかなる保証も行っていません。ムーディーズは、

信用格付に関する信用評価を、発行体から取得した情報、公表情報を基礎として行っております。ムーディーズは、これらの情

報が十分な品質を有し、またその情報源がムーディーズにとって信頼できると考えられるものであることを確保するため、全ての必

要な措置を講じています。しかし、ムーディーズは監査を行う者ではなく、格付の過程で受領した情報の正確性及び有効性につ

いて常に独自の検証を行うことはできません。 

格付会社グループの呼称：S＆P グローバル・レーティング 

● グループ内の信用格付業者の名称及び登録番号 

S＆P グローバル・レーティング・ジャパン株式会社（金融庁長官（格付）第５号） 

● 信用格付を付与するために用いる方針及び方法の概要に関する情報の入手方法について 

S＆P グローバル・レーティング・ジャパン株式会社のホームページの「ライブラリ・規制関連」の「無登録格付け情報」に掲載されて

おります。 

● 信用格付の前提、意義及び限界について 

S&P グローバル・レーティングの信用格付は、発行体または特定の債務の将来の信用力に関する現時点における意見であ

り、発行体または特定の債務が債務不履行に陥る確率を示した指標ではなく、信用力を保証するものでもありません。また、信

https://ratings.moodys.com/japan/ratings-news
http://www.spglobal.co.jp/ratings
http://www.spglobal.co.jp/unregistered


 

用格付は、証券の購入、売却または保有を推奨するものでなく、債務の市場流動性や流通市場での価格を示すものでもあり

ません。 

信用格付は、業績や外部環境の変化、裏付け資産のパフォーマンスやカウンターパーティの信用力変化など、さまざまな要因

により変動する可能性があります。 

S&P グローバル・レーティングは、信頼しうると判断した情報源から提供された情報を利用して格付分析を行っており、格付意

見に達することができるだけの十分な品質および量の情報が備わっていると考えられる場合にのみ信用格付を付与します。しか

しながら、S&P グローバル・レーティングは、発行体やその他の第三者から提供された情報について、監査・デュー・デリジェンスま

たは独自の検証を行っておらず、また、格付付与に利用した情報や、かかる情報の利用により得られた結果の正確性、完全

性、適時性を保証するものではありません。さらに、信用格付によっては、利用可能なヒストリカルデータが限定的であることに起

因する潜在的なリスクが存在する場合もあることに留意する必要があります。 

格付会社グループの呼称：フィッチ・レーティングス（以下「フィッチ」と称します。） 

● 格付会社グループの呼称等について 

フィッチ・レーティングス・ジャパン株式会社（金融庁長官（格付）第７号） 

● 信用格付を付与するために用いる方針及び方法の概要に関する情報の入手方法について 

フィッチ・レーティングス・ジャパン株式会社のホームページの「規制関連」セクションにある「格付方針等の概要」に掲載されており

ます。 

● 信用格付の前提、意義及び限界について 

フィッチの格付は、所定の格付基準・手法に基づく意見です。格付はそれ自体が事実を表すものではなく、正確又は不正確

であると表現し得ません。信用格付は、信用リスク以外のリスクを直接の対象とはせず、格付対象証券の市場価格の妥当性又

は市場流動性について意見を述べるものではありません。格付はリスクの相対的評価であるため、同一カテゴリーの格付が付与

されたとしても、リスクの微妙な差異は必ずしも十分に反映されない場合もあります。信用格付はデフォルトする蓋然性の相対

的序列に関する意見であり、特定のデフォルト確率を予測する指標ではありません。 

フィッチは、格付の付与・維持において、発行体等信頼に足ると判断する情報源から入手する事実情報に依拠しており、所

定の格付方法に則り、かかる情報に関する調査及び当該証券について又は当該法域において利用できる場合は独立した情

報源による検証を、合理的な範囲で行いますが、格付に関して依拠する全情報又はその使用結果に対する正確性、完全性、

適時性が保証されるものではありません。ある情報が虚偽又は不当表示を含むことが判明した場合、当該情報に関連した格付

は適切でない場合があります。また、格付は、現時点の事実の検証にもかかわらず、格付付与又は据置時に予想されない将

来の事象や状況に影響されることがあります。 

信用格付の前提、意義及び限界の詳細にわたる説明については、フィッチの日本語ウェブサイト上の「格付及びその他の形態

の意見に関する定義」をご参照ください。 
 

この情報は、2024 年 9 月 25 日に信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を当社が

保証するものではありません。 詳しくは上記格付会社のホームページをご覧ください。 

 

以上 
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